
 

 

 
 

読売新聞社が７つの提言を発表

《感染症医療を戦略的体制に》 
3月 21日、読売新聞社は「感染症医療を戦略的体制に…新型コロナ「平時」と「有事」で病床を

転換」をと題して『７項目の対策提言』を発表しました。 

 

１都３県に出されていた「緊急事態宣言」の 21 日解除と言う状況の中、感染者数は上位下げ止

まり、全国的に徐々に増加傾向を示し、「第 4波」に向かっているかの様相を呈しています。 

そうした中で、「第 3波」での医療のひっ迫、医療体制の崩壊等を受けて、新たな体制強化に向け

た対策を 7項目にわけて『提言』として発表しました。 

 

7 項目の「提言」の内容は、いずれも現状の問題点・課題をあぶりだし、さらなる対策強化を打

ち出す提言内容となっており、示唆に富む内容となっています。 

しかし、根底に、今時の「新型コロナウイルス感染症パンデミック」は、「有事」であり、「災害」

であると言うことが念頭に置かれ、「有事」における更なる政府・行政の権限強化が前提となってい

ます。対策強化のためには、国民や医療従事者、医療機関に対する強権発動も辞さないし、そうす

べきであると言う論調と読み取れます。 いずれにせよ、政府・厚労省も今後、医療提供体制を充

実させるため、4月中をめどに「検査体制整備計画」、5月中に「病床・宿泊療養施設確保計画」を

それぞれ見直す方針（3/18政府対策本部）を提示し、国の「基本的対処方針」に盛り込んでいます。

今後の議論と、政府・厚労省等の動向に対し更なる注視が必要です。＊「7つの提言」参照 
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